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同乗者の関与において危険運転致死罪の共謀共同正犯が成立するとされた事例

事実の概要

　本判決によれば、本件の事実関係は、次のとお
りである。
　被告人Ｂの勤務する会社の運転手として普通乗
用自動車を運転していた被告人Ａは、信号機によ
り交通整理の行われている交差点（以下、「本件交
差点」と表記）を直進するにあたり、同交差点の
対面信号機（以下、「本件信号機」と表記）が赤色
の灯火信号を表示しているのを同交差点の停止
線手前約 85.8m の地点までに認め、同交差点の 1
つ手前の交差点の辺りから、減速を開始した。そ
の際、被告人Ａは、同乗していた被告人Ｂから
「止まらんでいいから」と言われ、「無理無理無理」
と返答したが、「早く、急いで、時間ないから」
などと言われたため何らかの返答をしたところ、
さらに、「ここから来んから、ここから」と言われ、
その意味が理解できないまま左方を向き、その後、
前方を向いたが、時速約 38kmで本件交差点に進
入したことにより、折から同交差点入口に設けら
れていた横断歩道付近を歩行者用青色点滅信号で
右方から左方に向かい進行してきたＣ運転の自転
車に自車右前部を衝突させて同人を同自転車もろ
とも路上に転倒させ死亡させた。
　なお、本件では、危険運転致死罪（自動車の運
転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律
〔以下、「自動車運転死傷行為処罰法」と表記〕2条後
段 7号）の成否につき、①被告人Ａにおいて本件
信号機の赤色信号を殊更に無視したか否か、及び、
②被告人Ａに危険運転致死罪が成立する場合、被
告人Ｂにおいて共謀が認められるか否かが争点と
なった。

判決の要旨

　本判決は、以下のように判示して、被告人両名
の行為につき、危険運転致死罪（の共謀共同正犯）
の成立をそれぞれ認めた。
　１　被告人Ａの行為について
　「被告人Ａは、本件信号機が赤色を表示してい
ることを確定的、継続的に認識していたにもか
かわらず、遅くとも本件交差点の停止線手前約
21.9m の地点までに、赤色信号を無視して本件交
差点に進入する意思をもって必要な制動措置を講
じなかったのであり、赤色信号を殊更に無視した
といえる。」
　２　被告人Ｂの行為について
　「被告人Ａは、以前から面識があった被告人Ｂ
の勤務する本件会社にアルバイトの運転手として
雇われ、工事現場までの従業員の送迎を担当して
いたが、送迎の際には、被告人Ｂが被告人Ａに対
して送迎時間を指示したり、運転の仕方や送迎
ルートに口出しをしていた。被告人Ｂは……将来
的には代表就任が予定されており……、日常会話
や LINE でのやり取り等に照らすとそれが厳格な
ものとまではいえないが、被告人両名の間には、
職務上の上下関係があった。」
　かかる上下関係の下で、「被告人Ａが本件信号
機が赤色を表示していることを認識して減速を開
始した後、被告人Ｂが、『止まらんでいいから』、『早
く、急いで、時間ないから』、『ここから来んから、
ここから』などと発言し」、「本件信号機の赤色表
示を踏まえて停止しようとしていた被告人Ａに対
して、赤色信号を無視するよう重ねて指示をした
ことで、……翻意した被告人Ａは、必要な制動措
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置を講じず、危険運転行為を行った。」
　「自動車の運転手は、周囲の状況を認知し、そ
れを基にどのような運転をするか判断した上で各
種機器を操作するところ、被告人Ｂの発言は、ブ
レーキを踏むなという趣旨の、機器の操作内容に
まで踏み込む具体的な指示であり、これを重ねて
行うことで、被告人Ａの判断を覆させ、必要な制
動措置を講じないという判断及びこれに基づく操
作をさせている。このように、被告人Ｂは、本件
信号機の赤色の表示を無視することを単に発案し
ただけでなく、そのようなことを考えてもいな
かった被告人Ａにその旨決意させ、危険運転行為
を実行させるなど、被告人Ａの危険運転行為に深
く関与して大きな影響を及ぼしている。そのため、
自動車の操作は、運転手の権限で行われ、同乗者
から何を言われようとも最終的には運転手の判断
事項であり、被告人Ｂは運転操作そのものは一切
行っていなかったとしても、客観的には被告人Ａ
と一体となって危険運転行為に及んでいたものと
して、共同正犯として処罰されるだけの実質があ
ると評価できる。」
　「そして、このように赤色信号を殊更に無視する
意思を有する被告人Ｂからの指示を受け、被告人
Ａは遅くとも本件交差点の停止線手前約 21.9mの
地点までに赤色信号を殊更に無視する意思を生じ
たのであるから、同地点までに被告人両名は赤色
信号を殊更に無視する意思を共有したといえる。」

判例の解説

　一　本判決の意義
　本件は、自動車の助手席にいた同乗者が運転者
に指示して赤色信号を殊更に無視させたことによ
り、同車を被害者に衝突させ死亡させたという事
案である。危険運転致死傷罪（自動車運転死傷行
為処罰法 2条）の共同正犯が問題となりうる場合
として、①各運転者が特定の危険運転行為をした
類型、及び、②運転者による特定の危険運転行為
に対し同乗者（非運転者）が関与した類型が考え
られるところ、本判決は、②の類型につき、赤色
信号殊更無視型の危険運転致死罪（同法 2条 7号）
の（共謀）共同正犯が運転をしない同乗者の行為
にも認められることを示した事例判断と位置づけ
られる。同号の危険運転致死傷罪については共同
正犯の成立を是認した最決平 30・10・23（刑集

72 巻 5号 471 頁、当時は同法 2条 5号）１）もあるが、
①の類型に属する事案にとどまるため、本判決が
同乗者の行為につき同罪の共謀共同正犯の成立を
認めたことは注目に値する。

　二　危険運転致死罪に対する同乗者（非運転者）
　　　の関与と罪責
　危険運転致死傷罪に対する同乗者（非運転者）
の関与については、狭義の共犯（特に幇助犯）を
認める判例・裁判例２）が主として見受けられ、本
判決も「自動車の操作は、運転手の権限で行われ、
……運転手の判断事項」である旨説示したことも
踏まえるならば、裁判実務上、自動車の操作ない
し危険運転行為の主体は運転者であるとの理解が
基本的に維持されているように思われる３）。もっ
とも、上記最決平 30・10・23 は、被告人とＹが
赤色信号を殊更に無視して高速度でそれぞれ自車
を連続して交差点に進入させ死傷結果を生じさせ
た事案において、Ｙが運転する自動車によって生
じた死傷結果につき共同正犯の成否が問われた点
につき、「速度を競うように高速度のまま本件交
差点を通過する意図の下に赤色信号を殊更に無視
する意思を強め合い、……高速度で一体となって
自車を本件交差点に進入させた」（下線、引用者）
との事実関係を認めた上、「被告人とＹは、赤色
信号を殊更に無視し、かつ、重大な交通の危険を
生じさせる速度で自動車を運転する意思を暗黙に
相通じた上、共同して危険運転行為を行った」（刑
集 72 巻 5 号 474 頁）と判示し、危険運転致死傷
罪の共同正犯が成立する余地を認めている。そし
て、同決定の調査官解説によれば、「死傷結果に
直接的因果を及ぼしていない実行行為者の共同正
犯の成立を肯定するためには、その行為が現に死
傷結果を生じさせた共犯者の行為と『一体となっ
て』行われたか否か（＝時間的・場所的接着性）
が、客観的にも主観的にも重要なファクターに
なる」４）とされる。
　かような背景の下、本判決は、上記最高裁決定
の事例判断の趣旨を斟酌し、本件同乗者の関与を
評価したと解される５）。このことは、致死結果を
直接惹起していない同乗者Ｂの行為には、「客観
的には被告人Ａと一体となって危険運転行為に及
んでいたものとして、共同正犯として処罰される
だけの実質がある」（下線、引用者）とした評価か
ら看取される。
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　もっとも、留意しなければならないのは、赤色
信号殊更無視型の危険運転致死傷罪（の構成要件）
の射程である。この点、同乗者の（共謀）共同正
犯の成否において、他者の危険運転行為（危険運
転致死傷罪の構成要件該当行為）へ「積極的・主体
的に関わり、重要な影響を及ぼしている」か否か
に焦点を当てる下級審裁判例６）７）を踏まえると、
裁判実務上、「運転」を実行していない（できない）
という自手犯性を考慮しつつ、実行を必要としな
い共謀共同正犯を通じて正犯の余地を認めている
と解される。しかしながら、本判決が説示するよ
うに自動車の操作は運転者の権限８）であり、かつ、
「信号機の信号等に従う義務」（道路交通法〔以下、
「道交法」と表記〕7条）が歩行者及び車両等の運
転者に課せられる９）ことに鑑みると、当該構成
要件は、少なくとも当該義務に違反する致死傷行
為であると解しうる。そうすると、非運転者は、
上記義務を課せられない以上、当該構成要件を自
ら実現することはできないように思われる。
　このような特性を踏まえるならば、非運転者の
関与は、「赤色信号遵守義務（殊更に無視しない
義務）」に違反する危険運転行為ではなく、「運転
者による当該義務に反する危険運転致死傷行為を
誘発・促進しない義務（危険運転致死傷行為をさ
せない義務）」に違反する行為と位置づけられる。
ゆえに、かような二次的義務違反の強度をもって
共謀共同「正犯」を認めることは当該構成要件の
枠組みを形骸化するものと思われる 10）。この点
で、非運転者の関与において（狭義の）共犯の成
立にとどめた従来の判例・裁判例には一定の意義
が認められる 11）。そうすると、本件の同乗者Ｂ
の行為には、本判決が判示する「共同正犯として
処罰されるだけの実質」が備わるとは言い難く、
その関与の程度は量刑に反映されるべきもので
あったと評しうる 12）。

　三　法令の適用
　本判決は、被告人両名に共通して刑法 60 条を
適用する 13）。もっとも、本判決が判示するよう
に、同乗者Ｂの関与が運転者Ａの構成要件該当行
為に従属する共謀共同正犯を構成するならば、理
論上、教唆犯や従犯と同様の構造が見いだされる。
この点に鑑みれば、当該関与は、構成要件該当行
為（Tat）の分担である実行共同正犯（刑法 60 条）
とは性質を異にすると思われる。

　その上、赤色信号殊更無視型の危険運転致死傷
罪は、上記赤色信号遵守義務を課せられた「運転
者」が自動車を運転して実現する点で、過失運転
致死傷罪（自動車運転死傷行為処罰法 5条）の「自
動車の運転上必要な注意義務」違反に属するもの
であることから 14）、事実上、「運転者」を主体と
する一種の身分犯であるとも解しうる。そうする
と、当該構成要件を自ら実現することができない
非運転者の関与については、刑法 65 条 1 項の適
用対象となりうるように思われる。この点に関し
て、非運転者による「運転」の間接実行の余地を
認める見解 15）もあるが、このような理解は、各
人に課せられる注意義務の相違を看過するがゆえ
に、正犯と共犯の質的差異を喪失させるものであ
ろう。

　四　派生的問題――救護義務違反・
　　　報告義務違反とその主体
　一般に、危険運転致死傷罪の（共謀）共同正犯
が成立する場合、救護義務違反（道交法 117 条、
72 条 1 項前段）及び報告義務違反（同法 119 条、
72条 1項後段）の成否が問われうる。というのも、
危険運転致死傷罪の共謀共同「正犯」を認めるな
らば、同乗者は当該構成要件を実現した主体とし
て評価される以上、「当該交通事故に係る車両等
の運転者その他の乗務員」に課せられた救護・報
告義務（道交法 72条 1項）16）の違反（構成的〔真正〕
身分犯）に該当する可能性があるからである 17）。
この点につき、危険運転致傷罪の共謀共同正犯を
認めた下級審裁判例 18）において、「道路交通法上、
救護義務及び報告義務を負うのは、運転者すなわ
ち真正身分犯の実行正犯であるＸであり、同乗者
に過ぎない被告人は、上記各義務はなく、刑法 65
条 1項により共同正犯の成立を肯定し得るとはい
え、非身分者である被告人による上記各義務違反
の実行行為自体を観念しがたい」と説示し、当該
関与の具体的状況を検討した上、当該義務違反の
共謀共同正犯の成立も否定したものがある 19）。し
かしながら、理論上、同乗者が危険運転致死傷行
為の「正犯」でありながら救護・報告義務の担い
手として評価されず、また同乗者には救護・報告
義務はなく実行行為は存在し得ないとするにもか
かわらず、当該義務違反の共同「正犯」の余地を
認めることは、評価矛盾であるように思われる。
この点につき立法時の経緯 20）を踏まえるならば、
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非運転者の関与が運転者の救護・報告義務違反に
従属する行為にとどまる以上、危険運転致死傷罪
の共犯についても、刑法 65 条 1 項の適用を要す
る従属行為にとどまると解される。

●――注
１）同決定の評釈等として、久禮博一「判解」最判解刑事
篇平成 30 年度（2021 年）173 頁、曲田統「判批」平成
30 年度重判解（2019 年）160 頁などがある。なお、同
決定に関して、拙稿「特別刑法と共同正犯」法セ 826 号
（2023 年）36～37 頁も参照。
２）最決平 25・4・15 刑集 67 巻 4 号 437 頁、静岡地判平
26・1・9LEX/DB25502757、福岡地判平 27・2・13LEX/
DB25506029、長野地判平 28・6・13LEX/DB25543347、
横浜地判令 3・9・21LEX/DB25590998 など参照。これ
に対し、共謀共同正犯を認めた下級審裁判例として、名
古屋地判平 22・1・7LLI/DB L06550015（刑法旧 208 条
の 2 第 2 項前段〔現自動車運転死傷行為処罰法 2 条 4
号〕・危険運転致傷罪の共謀共同正犯肯定）。同判決の評
釈として、原田保「判批」愛学 55 号 3＝ 4号（2014 年）
241 頁。

３）豊田兼彦「危険運転致死傷罪と共同正犯」刑ジャ60 号
（2019 年）22 頁も参照。例えば、前掲長野地判平 28・6・
13 は、危険ドラッグを吸引し、かつ、無免許運転をし
ていた運転者から運転の交代を求められたが、運転の継
続を依頼して同乗を続けた事案につき、量刑の理由にお
いて、「本件の量刑において重視すべき危険運転致死傷
の犯行は相当に悪質な部類の犯行と認められ、その幇助
犯である被告人の刑事責任も正犯に準じて相応に重い」
と判示しており、被告人の行為において「重要な役割を
果たしたと評価することも不可能ではない」と評するも
の（豊田・同誌 22 頁注 19）がある。異なる評価として、
橋爪隆「最近の危険運転致死傷罪に関する裁判例につい
て」ひろば 70 巻 5号（2017 年）42 頁。

４）久禮・前掲注１）186 頁。この点に関して、照沼亮介「判
批」論ジュリ 36 号（2021 年）230 頁も参照。

５）上記最高裁決定後、同乗者の関与につき共謀共同正犯
を検討した下級審裁判例として、前掲横浜地判令 3・9・
21（自動車運転死傷行為処罰法 2条 4号・危険運転致死
傷罪の共謀共同正犯否定）。

６）前掲横浜地判令 3・9・21（共同正犯を否定するにあた
り、「少なくとも、自己の犯罪として行おうとする意思、
すなわち正犯意思があったとは認められない」とも述べ
る）。前掲名古屋地判平 22・1・7も同旨か。

７）学説では、橋爪隆「危険運転致死傷罪の解釈について」
曹時 69 巻 3 号（2017 年）33 頁、原田・前掲注２）248
頁など。

８）「運転」（道交法 2条 1 項 17 号）の定義上の「本来の
用い方に従って用いる」は、「運転者が乗車し、自動車
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